
 

○国土交通省告示第 1092 号 

  土地収用法（昭和 26年法律第 219 号。以下「法」という。）第 20条の規定に基づき、

事業の認定をしたので、法第 26条第１項の規定に基づき、次のとおり告示する。 

 なお、起業地の一部について収用又は使用の手続が保留されるので、法第 33 条の規定に

基づき、その旨をあわせて告示する。 

 令和８年８月 27日 

                           国土交通大臣 金子 恭之 

第１ 起業者の名称 国土交通大臣 

 

第２ 事業の種類 一級河川子吉川水系鳥海ダム建設工事及びこれに伴う市道付替工事 

 

第３ 起業地 

１ 収用の部分 

秋田県由利本荘市鳥海町百宅字奥山、字天配、字滝ノ上、字翁畑、字清水沢、字境

堂、字舘ノ下、字杉峠、字倉ノ下、字岩ノ下、字繋沢、字後山、字清水尻、字田中沢、

字山ノ沢、字中村、字山花、字大亦、字中田岱、字前沢山、字野添、字楢実沢、字梵

天平、字下向、字高野台、字遠上山、字遠上、字中田代、字中田代山国有林及び字手

代沢国有林地内 

 

 ２ 使用の部分 

秋田県由利本荘市鳥海町百宅字奥山、字天配、字滝ノ上及び字後山地内 

    

第４ 事業の認定をした理由 

申請に係る事業は、以下のとおり、法第 20 条各号の要件を全て充足すると判断され

るため、事業の認定をしたものである。 

 

１ 法第 20 条第１号の要件への適合性 

 

「一級河川子吉川水系鳥海ダム建設工事及びこれに伴う市道付替工事」（以下「本

件事業」という。）のうち、「一級河川子吉川水系鳥海ダム建設工事」（以下「本体

事業」という。）は、河川法（昭和 39 年法律第 167 号）第３条第１項に規定する河川

のうち、一級河川に関する事業であることから、法第３条第２号に掲げる河川法が適

用される河川に関する事業に該当する。 

また、本件事業のうち、「これに伴う市道付替工事」（以下「関連事業」という。）

は、本体事業の施行により遮断される市道倉ノ下線及び市道高野台線の従来の機能を

維持するための付替工事であり、道路法（昭和 27 年法律第 180号）第３条第４号に掲

げる市町村道に関する事業であることから、法第３条第１号に掲げる道路法による道

路に関する事業に該当する。 

したがって、本件事業は、法第 20 条第１号の要件を充足すると判断される。 

 



 

 - 2 - 

２ 法第 20 条第２号の要件への適合性 

 

本件事業は、起業者により既に開始されていることから、起業者は、本件事業を遂

行する充分な意思を有すると認められる。 

また、本体事業は、一級河川子吉川水系子吉川（以下単に「子吉川」という。）に

係る工事であり、河川法第９条第１項の規定により、一級河川の管理（河川工事を含

む。）は国土交通大臣が行うものとされていることに加え、関連事業は、法第 18 条第

２項第３号に掲げる書面により、市道の道路管理者である由利本荘市長の同意を得て

いることから、起業者である国土交通大臣は、本件事業を遂行する充分な能力を有す

ると認められる。 

したがって、本件事業は、法第 20 条第２号の要件を充足すると判断される。 

 

３ 法第 20 条第３号の要件への適合性 

 

⑴ 得られる公共の利益 

子吉川は、その源を秋田・山形県境の鳥海山（標高 2,236m）に発し、笹子川等の

支川を合わせて本荘平野を貫くように流れ、日本海に注ぐ、幹川流路延長 61km、流

域面積 1,190 ㎢の一級河川である。 

子吉川水系の流域（以下「本流域」という。）は、由利本荘市をはじめとする４

市１町で形成され、本流域の上流部は、国定公園に指定されている鳥海山を中心と

した豊かな自然に恵まれ、下流部は、古くから秋田県有数の穀倉地帯である本荘平

野が広がるほか、本流域にはＪＲ羽越本線、由利高原鉄道及び国道７号・105 号等

の基幹交通施設が存することに加え、高速自動車国道日本海沿岸東北自動車道が整

備中であるなど、秋田県南西部の社会、経済、文化における重要な地域である。 

 

しかしながら、本流域は、度々洪水に見舞われており、その中でも昭和 22 年７月

の梅雨前線及び低気圧に伴う大雨による洪水では、家屋の全半壊 26 戸、床上浸水

1,434 戸、床下浸水 842 戸、農地の浸水 4,113 ㏊に及ぶ戦後最大規模となる被害が

発生している。また、近年でも、平成 23 年、平成 25 年及び平成 29年に洪水が発生

したほか、令和６年７月の梅雨前線及び低気圧に伴う大雨による洪水では、戦後第

３位となる最大流量を記録し、家屋の全半壊 43 戸、床上浸水 38 戸、床下浸水 54

戸、農地の浸水 889 ㏊に及ぶ大規模な被害が発生している。 

このように、本流域では洪水による被害が度々発生している年がある一方、河川

流量が少なくなる夏場を中心に、農業用水等の取水が困難となるなど、渇水による

影響も生じている年もある。近年でも、令和元年８月に渇水が生じ、農業用水の取

水停止や子吉川沿川の水力発電所の運転停止など、市民生活及び経済活動に大きな

影響を与えている。本流域では、稲作をはじめとする農業が盛んであり、子吉川を

水源としたかんがい用水が広く利用されているが、必要な流量が安定的に確保でき

ない状況にある。 
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洪水と渇水の双方が懸念される状況に対応するため、河川法第 16 条に基づく子

吉川水系河川整備基本方針（以下「基本方針」という。）が平成 16年 10 月に策定

され、これに基づき、河川法第 16 条の２に基づく子吉川水系河川整備計画（大臣管

理区間）（以下「整備計画」という。）が平成 18 年３月に策定（令和５年９月変更）

されている。また、特定多目的ダム法（昭和 32年法律第 35 号）第４条第１項に基

づき、鳥海ダムの建設に関する基本計画（以下「基本計画」という。）が平成 30 年

12月に策定（令和５年８月変更）されている。 

上記の方針及び計画に基づき、起業者が子吉川水系の治水対策及び利水対策を実

施することとしている。 

治水対策については、基本方針において、河川整備の長期的な方針として、子吉

川の基準地点である二十六木橋における、年超過確率 1／100 規模の洪水時に想定

される最大の流量である基本高水のピーク流量を 3,100 ㎥／s と想定し、本体事業

を含むダム等の洪水調節施設により 800 ㎥／s を調節することで、河道へ配分する

流量を 2,300 ㎥／s まで抑えることとしている。これを受けて、整備計画において

は、策定時点から概ね 30年間の河川整備として、戦後最大規模の流量を記録した昭

和 22 年７月の洪水と同規模の洪水を安全に流下させるため、基準地点である二十

六木橋における河道の目標流量を 2,000㎥／sまで抑えることとしている。加えて、

基本計画では、基本方針及び整備計画を踏まえ、本体事業の建設地点における洪水

時に想定される計画高水流量 780㎥／s のうち、700㎥／s をダムに貯留することに

より調節することとしている。 

利水対策については、整備計画において、渇水時を含む農業用水の安定的な確保

など、流水の正常な機能の維持に必要な流量として、基準地点である宮内において

11.0 ㎥／sを確保するとともに、新たな水道用水として、由利本荘市に最大 20,670

㎥／日を供給することとしている。 

本件事業は、上記の治水対策及び利水対策を実施するため、洪水被害の軽減

（21,000,000㎥）、流水の正常な機能の維持（17,800,000 ㎥）及び新たな水道用水

の確保（200,000 ㎥）を目的とする有効貯水容量 39,000,000 ㎥の多目的ダムを子吉

川に建設するものである。 

本件事業の完成により、子吉川水系における他の洪水調節施設及び河川改修と相

まって、整備計画に定める戦後最大規模の流量を記録した洪水と同規模の洪水に対

応することが可能になり、本流域の洪水による被害を軽減し、流域内住民の生命及

び財産の保全に寄与することが認められる。また、整備計画に定める必要な流量の

確保が可能になり、農業用水等の安定的な確保に寄与することが認められる。 

 

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は、相当程度存すると認

められる。 
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⑵ 失われる利益 

本件事業については、起業者が環境影響評価法（平成９年法律第 81号）に基づく

環境影響評価を実施している。 

 

上記の結果によると、本件事業が生活環境に与える影響については、大気質、騒

音及び振動の各項目を満足するとされている。 

 

また、本件事業が自然環境に与える影響については、本件事業の起業地及びその

周辺の土地において、学術上又は希少性等の観点から重要な動植物が下記のとおり

確認されている。 

動物については、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成

４年法律第 75 号）における国内希少野生動植物種であるクマタカ等及び環境省レ

ッドリストに絶滅危惧ⅠＢ類として掲載されているコミズスマシ等その他これらの

分類に該当しない種が確認されている。 

植物については、環境省レッドリストに絶滅危惧Ⅱ類として掲載されているノダ

イオウ等及び準絶滅危惧として掲載されているタヌキモ等その他これらの分類に該

当しない種が確認されている。 

上記の動植物については、周辺に同様の生息又は生育環境が広く残されることな

どから、本件事業が重要な動植物に与える影響はない若しくは極めて小さい又は環

境保全措置の実施により影響が回避若しくは低減されると評価されている。 

主な環境保全措置として、クマタカについては、生息環境の一部が改変されるこ

とから、繁殖活動時期の工事の一時中断、低騒音型・低振動型建設機械の採用、低

騒音・低振動工法の採用、営巣地付近への立入制限並びに車両、服装の色及び材質

への配慮を行うこととしている。コミズスマシについては、生息環境の一部が改変

されることから、湿地等の新設又は個体の移設を行うこととしている。ノダイオウ

及びタヌキモについては、生育環境の一部が改変されることから、生育適地への移

植を行うこととしている。なお、環境省レッドリスト等の更新によって新たな種が

確認された場合は、必要に応じて専門家の指導・助言を受け、環境保全措置を講ず

ることとしている。 

 

さらに、本件事業の起業地には、文化財保護法（昭和 25年法律第 214号）による

周知の埋蔵文化財包蔵地が７か所存在するが、このうち２か所については既に発掘

調査が完了しており、記録保存を含む適切な措置が講じられている。起業者は、今

後、残る５か所についても秋田県教育委員会と協議の上、必要に応じて発掘調査等

を行い、記録保存を含む措置を講ずることとしている。 

 

したがって、本件事業の施行により失われる利益は軽微であると認められる。 
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⑶ 事業計画の合理性 

本件事業のうち、本体事業の構造形式等については、河川管理施設等構造令（昭

和 51 年政令第 199号）等に定める規格に適合していると認められる。 

また、本体事業の計画位置については、５案による比較検討が行われている。申

請案と他の４案とを比較すると、水没範囲は主に水田・畑であり、自然環境への影

響は小さいこと、河床部の掘削量が少なく、施工性に優れること及び谷幅が狭くな

る地点に位置するため堤体積が小さく、事業費を低く抑えられることから、社会的、

技術的及び経済的な面を総合的に勘案すると、申請案が最も合理的であると認めら

れる。 

 

さらに、本体事業の施行に伴う関連事業の構造形式等及び計画位置については、

適切なものと認められる。 

 

したがって、本件事業の事業計画については、合理的であると認められる。 

 

以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益とを比

較衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。 

したがって、本件事業の事業計画は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するもの

と認められるため、法第 20 条第３号の要件を充足すると判断される。 

 

４ 法第 20 条第４号の要件への適合性 

 

⑴ 事業を早期に施行する必要性 

３⑴で述べたように、本流域では度々洪水による家屋の浸水等の被害が発生して

いるほか、渇水による農業用水の取水停止等の影響が生じている。 

本件事業の完成により、本流域における洪水による被害を軽減し、流域住民の生

命及び財産の保全に寄与するほか、農業用水等の安定的な確保に寄与することから、

本件事業を早期に施行する必要があると認められる。 

また、由利本荘市長を会長とする子吉川治水期成同盟会等より、上記の理由から、

本件事業の早期完成に関する強い要望がある。 

    したがって、本件事業を早期に施行する公益上の必要性は高いものと認められる。 

 

⑵ 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合理性 

３⑶で述べたように、本件事業の事業計画については、合理的であると認められ

ることから、本件事業の起業地の範囲は、公益性を発揮するために必要かつ最小限

の範囲であると認められる。 

また、収用の範囲は、全て本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめられて

おり、使用の範囲は、それ以外の範囲とされている。 

したがって、本件事業の起業地の範囲及び収用又は使用の別については、合理的

であると認められる。 
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したがって、本件事業は、土地を収用し、又は使用する公益上の必要があると認め

られるため、法第 20 条第４号の要件を充足すると判断される。 

 

５ 結論 

 

以上のとおり、本件事業は、法第 20条各号の要件を全て充足すると判断される。 

 

第５  法第 26条の２第２項の規定による図面の縦覧場所 秋田県由利本荘市役所 

 

第６ 収用又は使用の手続が保留される起業地 

秋田県由利本荘市鳥海町百宅字奥山、字天配、字翁畑、字清水沢、字境堂、字舘ノ

下、字杉峠、字倉ノ下、字岩ノ下、字繋沢、字清水尻、字田中沢、字山ノ沢、字中村、

字山花、字大亦、字前沢山、字野添、字楢実沢、字梵天平、字下向、字高野台、字遠

上山、字遠上、字中田代、字中田代山国有林及び字手代沢国有林地内 


